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本社組織の改正および子会社の再編について

記者各位

 

当社（社長：木村 康）は、2012年7月1日付（廃止については2012年6月30日限り）で、下記のとおり本社組織の一部改正および子会

社の再編を行いますので、お知らせいたします。

 

なお、2011年11月30日に発表した支店体制の一部改正については、当初2012年4月1日付の改正を予定しておりましたが、本社組

織の改正と同じく2012年7月1日付に変更しております。

 

記

 

１．理　由

 

エネルギー・ソリューション本部、化学品本部、新エネルギーシステム事業本部が、それぞれ所掌する事業について、他の

本部やグループ会社における事業も含めた再編・集約を行うこと等により、事業責任を明確にしつつ、各事業をより強力に、

かつ、効率的に推進することを図るものです。

 

２．本社組織の改正内容　　※以下、「　」表記は名称変更や新設による組織

 

（１）エネルギー・ソリューション本部

ア．エネルギー・ソリューション１部の名称を「エネルギー・ソリューション総括部」に変更する。

イ．エネルギー・ソリューション２部の名称を「燃料販売部」に変更する。

ウ．エネルギー・ソリューション３部を廃止する。

エ．「石炭事業部」を設置する。

※現在、製造技術本部技術部が所掌する製油所および製造所における電力卸売事業（ＩＰＰ事業）をエネルギー・ソリュ

ーション本部に移管し、その上で、本部の総括業務、電力・紙パルプ・鉄鋼会社等の需要家向け販売業務、電力事業

等を「エネルギー･ソリューション総括部」に、航空・船舶・輸送会社等の需要家向け販売業務を「燃料販売部」に、石

炭事業を「石炭事業部」に、それぞれ集約・再編します。

 

（２）「基礎化学品本部」　および「機能化学品本部」　（現　化学品本部を再編）

　①「基礎化学品本部」

ア．化学品本部の名称を「基礎化学品本部」に変更する。

イ．化学品総括部の名称を「基礎化学品総括部」に変更する。

ウ．オレフィン部、機能化学品１部、機能化学品２部および機能性樹脂部を廃止する。

 

　　②「機能化学品本部」

ア．「機能化学品本部」を設置する。

イ．「機能化学品総括部」、「機能性ケミカル部」、「機能材料部」、「複合材料部」、

「ライフサイエンス部」を設置する。



※化学品本部が所掌する基礎化学品事業および機能化学品事業は、各事業の特性が異なる一方で、その領域が相当

に広範なものとなっていることから、現在の化学品本部を「基礎化学品本部」および「機能化学品本部」に再編しま

す。

その上で、「基礎化学品本部」には、現行のオレフィン部の業務を「基礎化学品総括部」へ集約した３部・室を置き、

「機能化学品本部」には、ＪＸ日鉱日石ＡＮＣＩ株式会社および株式会社アイエスジャパンの営む化学品販売等の事業

を集約した上で、５部を置きます。

 

（３）新エネルギーシステム事業本部

システムインテグレート推進事業部の名称を「システムインテグレート事業部」に変更する。

※現在、小売販売本部ホームエネルギー部が所掌するエネルギー機器・エネルギーシステム販売事業、エネルギー･ソ

リューション本部エネルギー・ソリューション３部が所掌するＥＳＣＯ事業等の業務を、新エネルギーシステム事業本部

に移管し、一方で、特約店等への販売関連業務は各支店に移管します。

その上で、部の名称変更とともに、販売関連業務、ユーザーサポート業務、創エネ診断サービス事業、ＥＳＣＯ事業等

を「システムインテグレート事業部」に、システム開発業務をエネルギーシステム開発部に、集約・再編します。

 

３．子会社の再編内容

 

（１）ＪＸ日鉱日石ＡＮＣＩ株式会社（当社１００％子会社）

ア．ＪＸ日鉱日石ＡＮＣＩ株式会社の販売事業等を吸収分割により当社に承継する。

イ．ＪＸ日鉱日石ＡＮＣＩ株式会社の１００％子会社であるＪＸ Ｎｉｐｐｏｎ ＡＮＣＩ，Ｉｎｃ（ＵＳＡ）、

　　ＪＸ Ｎｉｐｐｏｎ ＡＮＣＩ ＳＡＳ（Ｅｕｒｏｐｅ）を当社子会社とする。

 

（２）株式会社アイエスジャパン（当社１００％子会社）

株式会社アイエスジャパンの販売事業等を吸収分割により当社に承継する。



 

 

以　上
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